
【共同声明】 

 

復帰50年！ 「沖縄のこころと願い」に沿った 

「玉城建議書」を支持し、この速やかな実現を求めます！ 

 

 

 2022年5月15日、沖縄の施政権が米国から日本へ返還されてから50年の節目を迎えた。同

日付での全国の新聞各紙は、かなりの紙面を割いて特集記事を掲載したが、なかでも注目さ

れるのが沖縄2紙である。『琉球新報』の「復帰記念特別号」では、50年前の1面がそのまま

復刻され、半世紀前も今も「変わらぬ基地 続く苦悩」という、同じ見出しが付けられてい

る。また、『沖縄タイムス』でも特集を組み、9面にわたって関連記事を掲載するとともに、

20代から90代までの県民12氏が復帰50年へのそれぞれの思いを語っている。とくに、これら

沖縄2紙の特集では、この半世紀にわたる日本政府の対沖縄施策にみる実態とその歴史的帰

結が端的に示されている。 

 

「復帰措置に関する建議書」で示された「沖縄のこころと願い」 

 周知のように、施政権返還前年の1971年11月、琉球政府の屋良朝苗主席（当時）は、「復

帰措置に関する建議書」（以下「屋良建議書」）を作成した。この「屋良建議書」では、「26

ヶ年にわたる異民族支配の下で身をもって体験した幾多の苦難と試練を通して県民が最終

的に到達した復帰のあり方は、平和憲法の下で日本国民としての諸権利を完全に回復する

ことのできる『即時無条件かつ全面返還』」であり、「これまでたえず軍事的に利用され、

悲惨な沖縄戦を体験した県民は、再びこのような状態に自らを置くようなことがあっては

ならないと、日頃から心に固く決めている」のであって、「これらのことは、沖縄の歴史と

県民の心情を素直に理解しようとする気持ちがあれば、何人にも容易に納得できる」と述べ

られていた。ここに示された「沖縄のこころと願い」は、「基地のない平和の島」となるこ

と、そして、「二度と戦場にならない」ことである。とくにこの「屋良建議書」は、（１）

「地方自治権の確立」、（２）「反戦平和の理念を貫く」、（３）「基本的人権の確立」、

（４）「県民本位の経済開発」を基本的骨組みとした「新生沖縄」の実現を目指すものであ

った。しかしながら、この50年間、日本政府は、こうした「沖縄のこころと願い」に応える

施策をいっさい講じてこなかったといわざるをえない。 

 実際、当時の日本政府は、建議書を携えた屋良主席が羽田空港に到着する直前に、衆議院

沖縄返還協定特別委員会で返還協定を強行採決した。屋良主席は日記に、破れた草履を意味

する「弊履」に喩えて「沖縄県民の気持ちと云うのは全くへいりの様にふみにじられる」と

怒りを示した。とはいえ、上記の強行採決から一週間後の1971年11月24日、衆議院本会議で

「非核兵器ならびに沖縄米軍基地縮小に関する決議」が行われ、そこには、「政府は、沖縄

米軍基地についてすみやかな将来の縮小整理の措置をとるべき」との一文が盛り込まれた。

この決議は、「屋良建議書」に込められた「沖縄のこころと願い」を国として共有すべきこ

とを国権の最高機関である国会が示したものだといえる。 

 



復帰50年の沖縄施策にみる現実 

 その後、半世紀を経て、2022年5月8日、玉城デニー沖縄県知事が公表した新たな建議書（以

下「玉城建議書」）では、「屋良建議書」における「沖縄のこころと願い」は「50年が経過

した現在においても、いまだ達成されていない」と指摘されている。そればかりか、「玉城

建議書」では、「米軍基地の存在が県民の人権を侵害し、生活を圧迫し、平和を脅かし、経

済の発展を阻害している」現状が描かれている。たとえば、沖縄の米軍専用施設の面積は50

年間に約3分の1減少したものの、沖縄以外のそれがより大きく減少したため、沖縄の米軍専

用施設の全国に占める割合は、58.8％から70.3％へと逆に増加していること。さらに、九州

の面積の約1.3倍もの訓練水域、北海道の面積の約1.1倍となる訓練空域は50年の間にほとん

ど縮小されていないこと。 

 現在、日本政府が進めている沖縄施策は、1995年の忌まわしい事件を契機とした基地縮小

を求める世論の高まりを受けてまとめられたSACO合意、および、2006年に合意された「再

編実施のための日米ロードマップ」の存在などが背景となっている。これらの核心は、基地

の返還に応じてほしければ県内の別の場所を差し出せ、という考え方であり、基地負担をめ

ぐる沖縄差別の継続にほかならない。 

 この間、国は、辺野古新基地建設に反対する民意（選挙や住民投票を通して表わされた民

意）を一顧だにせず、故翁長雄志知事や玉城デニー知事による埋立承認の取消・撤回の意図

を解せず、あるいは埋立変更承認申請を不承認とした理由を真摯に受け止めることもなく、

「違法」な手法で埋立事業を強行している。このような国がとうてい民主主義国家とはいえ

ないことの証である。そのうえ、国は、石垣、宮古、そして与那国に自衛隊基地を次々と建

設し、馬毛島における基地建設計画を含めて琉球弧全体の「軍事要塞化」を一方的に推し進

めることで、いわゆる台湾有事などの際に沖縄を再び戦場にしかねない危険性がますます

高められていることも強く憂慮される。 

 

「玉城建議書」にもとづく「平和で豊かな沖縄」の実現へ！ 

 いま「復帰50年」という重要な節目において、私たちは、日本政府がこの間における沖縄

施策のあり方を根本的に反省し、沖縄からの軍事基地の撤去と辺野古新基地建設の即時中

止を行うよう、改めて要請する。また、とくに近年にみる琉球弧全体の「軍事要塞化」への

動きに強く反対する。そして、これからの時代には、前述の「玉城建議書」もとづく「平和

で豊かな沖縄」の実現を目指す各種の取組みを着実に前進させていくことがますます重要

になっているといわなくてはならない。 

 最後に、差し迫っている沖縄県知事選挙（8月25日告示、9月11日投開票）は、上記の取組

みを前進させていけるか否かのきわめて重要な政策選択の機会であり、この貴重な機会に

賢明なる県民判断が示されることを心から期待してやまない次第である。 
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